
診療報酬明細書点検業務仕様書 
 

  この仕様書は、大野城市(以下「甲」という。) と受託者(以下「乙」という。) による、診療報酬明細

書点検業務（以下「本業務」という。）の実施方法を定めるものである。 

 

1 業務目的 

本業務は、医療事務等の専門的知識を有する業者に診療報酬明細書（以下「レセプト」とい

う。）点検業務を委託し、医療費の適正化を図ることを目的とする。 

 

2 業務内容 

（１） 診療報酬明細書点検業務（国民健康保険及び公費医療） 別紙１ 

（２） 診療報酬明細書点検業務（生活保護） 別紙２ 

 

3 予定点検数量（年間） ※対象となる点検の種類（別紙１・２参照） 

国民健康保険 

※資格点検 

※内容点検 

 

医科 約 160,000 件 

歯科 約 38,000 件 

調剤 約 120,000 件 

訪問看護 約 1,100 件 

柔整 約 7,300 件 

特別療養費 約 25 件 

公費医療 

※資格点検 

重度障がい者医療 約 40,000 件 

子ども医療 約 500,000 件 

ひとり親家庭等医療 約 23,000 件 

生活保護 

※別紙２記載の点検 

レセプト 約 35,000 件 

要否意見書 約 8,300 件 

 

4 履行期間 

   契約日の翌日から令和 11 年 10 月 10 日まで 

 

5 業務期間 

令和 8 年 10 月 1 日 から 令和 11 年 9 月 30 日まで (36 か月) 

※ 業務期間開始前に前受託者から、各業務の引き継ぎを行うこと。なお、この期間の費用は

乙が負担するものとする。 

 

6 履行場所 

    大野城市役所庁内で甲が指定する場所（以下「点検作業室」という。） 

 

7 委託料の支払条件 

（１） 契約金額を 36 で除した金額を１か月分の支払額とする。端数が出る場合は最後の支払

月で調整する。 



（２） 乙は、前月の勤務実績表（氏名・勤務日・勤務時間）、処理件数（過誤返戻、再審査請

求）を、甲が指定する「事業実績報告書」及び「出来高届及び検査願」に添付のうえ毎月 10

日までに提出し、業務完了検査を受けなければならない。ただし、３月分の報告については、

３月 31 日までに提出するものとする。 

（３） 乙は、（２）に定める検査に合格したときは、（１）に定める金額を請求することとし、甲は、

適正な請求を受けた日から 30 日以内に支払うこととする。なお、乙は、業務ごとに請求書を

分けて請求しなければならない。 

 

8 点検実施日及び点検時間等 

本業務実施における点検作業を行う場所として提供する点検作業室での点検実施日及び

時間については、大野城市の休日を定める条例（平成元年条例第 17 号）で定める市の休日を

除いた、平日８時 30 分から 17 時までとする。 

 

9 点検に使用するシステム、機器及び備品 

点検業務に必要なシステム（基幹システム用 PC２台、国民健康保険総合システム PC５台）、

機器、机、椅子等については、甲が用意する。 

    また、甲乙協議のうえで、乙が用意した点検業務に必要なシステム等を利用することができる。

ただし、個人情報を大野城市役所庁外に持ち出すことは禁止する。 

その他、本仕様書に定める大野城市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年条

例第１号）及び個人情報及び特定個人情報取扱特記事項に従い個人情報の管理には十分

に注意すること。 

 

10 その他 

（１） 本業務を実施するに当たっては、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、大野城市個人

情報の保護に関する法律施行条例その他関係法令を遵守し、仕様書及び別記個人情報

及び特定個人情報取扱特記事項に従い忠実に履行しなければならない。 

（２） プライバシーマーク又は ISMS 認証を取得していること。 

（３） 本業務は、医療機関等が行った診療報酬請求の内容を点検するものであることから、そ

の中立性を確保するため、乙は次の要件を満たさなければならない。 

① 日本国内において、資本関係や役員の兼務がある関連会社を含め、医療機関等にお

ける診療報酬請求事務に係る一連の受託業務を行っていないこと。 

② 業務に従事する者は、現に医療機関等において診療報酬請求業務を行っている者で

ないこと。 

   （４） 本業務を実施するに当たっては、レセプト点検業務の従事経験を有し、電話対応のでき

る者を従事させなければならない。 

（５） 乙は、業務に直接従事させる者（以下「従事者」という。）の氏名、レセプト点検業務の従

事経験及び点検に係る資格が有るものについてはその内容について、書面を持って甲に

提出しなければならない。 

（６） 乙は、従事者の中から、従事者の管理監督を行う業務遂行責任者を選任し、書面を持っ

て甲に提出しなければならない。 

（７） 乙は、従事者に対して名札を着用させ、業務の従事者であることを明確にしなければな



らない。 

（８） 毎月の従事予定者とスケジュール表を前月の月末までに甲に提出すること。 

（９） 乙は、契約の始期及び年度の始期に国民健康保険の内容点検効果率の目標値を含む

年間作業計画表を提出するとともに、その内容について甲の承認を得る。なお、目標値は

前々年度の県の平均値以上で設定すること。 

         内容点検効果率 令和６年度県平均値 ： ０．１６％ 

なお、上記の点検効果率を上げるための点検方法については、甲と乙で協議し、別途定

めることができる。 

（10） 乙は、年度ごとの過誤件数、再審査請求結果（請求、査定、原審、保留各件数）を翌年５

月末日までに提出しなければならない。ただし、最終年度は、９月末日までに提出しなけれ

ばならない。 

（11） 業務内容等について、定期的に甲と乙で協議を行うこととする。 

（12） 点検作業室から複写物及びデータを持ち出すことはできない。 

（13） 乙は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。また、本業務以外の目的に

使用してはならない。なお、業務終了後も同様とする。 

（14） 本業務完了に伴い、受託者が変更となる場合は、甲の指示により変更後の契約委託業

者との業務引き継ぎを実施すること。 

（15） 会計検査院及び国等による指導監査の際には従事者を派遣する等、甲の指示に従い

必要な協力をすること。 

（16） その他この仕様書に定めのない事項又は作業内容に疑義が生じた場合は、甲と乙で協

議し、誠意をもってこれにあたること。 



別紙１ 

診療報酬明細書点検業務（国民健康保険及び公費医療）  

 

１ レセプト点検主要業務 
（１）レセプト点検 
 以下の内容に留意のうえ効率的に点検し、過誤返戻及び再審査請求を行う。 
① 資格点検（国民健康保険及び公費医療） 
・ 国民健康保険の資格確認については、福岡県国民健康保険団体連合会から受

領するレセ電コード情報ファイルと、当市の国民健康保険システム情報によ

り行う。なお、必要に応じてレセ電コード情報ファイルの過去データを利用

することができる。 
・ 公費医療のうち国民健康保険以外の資格確認については、医療情報基盤・診

療報酬審査支払機構（旧称 社会保険診療報酬支払基金）から受領する連名

簿と、当市の公費医療システム情報との突合により行う。 
・ 給付資格の有無及び正誤（他法あり（社保等）の抽出含む） 
・ 記載事項の有無及び正誤（記号番号、保険者番号、受給者番号、氏名、性別、

生年月日、医療機関名、医療機関コード、負担割合、退職者医療本人、家族

の別等） 
・ 資格異動表のチェックと集計 
・ 第三者行為によるレセプトの抽出 
・ その他甲が必要と認めた点検 

② 内容点検（国民健康保険） 
・ 診療月、傷病名（部位）、診療開始日、実日数、転帰不備 
・ 初診料、再診料、実日数との不一致 
・ 指導料、往診料、点数算出不明 
・ 投薬料の薬剤名、規格、単価、用量漏れ、点数算出不明 
・ 注射料の薬剤名、規格、単価、用量漏れ、点数算出不明 
・ 長期に及ぶ投薬の妥当性 
・ 処置、手術、麻酔料の内訳漏れ、点数算出不明 
・ 検査、画像診断料の内訳漏れ、点数算出不明 
・ その他の内訳漏れ、点数算出不明 
・ 入院料欄の内訳漏れ、点数算出不明 
・ 部位と歯冠修復、欠損補綴との不一致、歯数不一致 
・ 未装着請求を製作月分で請求されていないもの 
・ 横計・縦計誤り、点数記入漏れ 
・ 薬価基準未登載、経過措置品目期限切れのもの 
・ 調剤レセプトと医科・歯科レセプトとの突合 
・ 縦覧点検(最低年３回) 
・ 横覧点検 



・ 重複請求の抽出 
・ その他請求内容の妥当性等について甲が必要と認めた点検 
・ その他甲が必要と認めたレセプト等の抽出 

（２）レセプト（電子・紙）の管理 
・ 高額療養対象レセプトの抽出（電子・紙） 
・ 再審査内容についての問い合わせ対応 
・ 審査機関（県・協会等）からの依頼によるレセプト抽出 
・ 過誤レセプトの返戻作業（返戻分のチェック） 
・ 柔整、特別療養費等レセプトの整順及び収納 

（３）過誤診療報酬明細書処理業務 
・ 資格（社保加入、転出等による喪失等）の確認後、医療機関への電話照会を

行い、誤った診療報酬明細書の過誤調整を行う。（１か月あたり約 200 件程

度を想定） 
・ 過誤調整が行えないものについては、保険者間調整になるものを抽出し、一

覧表の作成を行う。 
・ 一次資格返戻対象の柔整レセプトの抽出 

 
２ 内容点検効果率等の検証 

内容点検効果率等について、甲と乙で随時検証を行うものとする。なお、目標値を

超えない場合は、業務マネジメントの再構築や点検員の質等の見直しを含めた実効性

を確保した業務改善計画書を提出し、甲の承認を得ること。 



別紙２ 

診療報酬明細書点検業務（生活保護） 

 

１ レセプト点検主要業務 
以下の内容に留意のうえ効率的に点検し、過誤返戻及び再審査請求を行う。 

（１）単月点検 
① 重複請求、重複受診者の抽出 
② 診療月分、傷病名（部位）、開始日、実日数、転記不備 
③ 初診料、再診料、実日数との不一致 
④ 指導料、往診料、点数算出不明 
⑤ 投薬料の薬剤名、規格、単価、用量漏れ、点数算出不明 
⑥ 注射料の薬剤名、規格、単価、用量漏れ、点数算出不明 
⑦ 処置、手術、麻酔料の内訳漏れ、点数算出不明 
⑧ 検査、画像診断料の内訳漏れ、点数算出不明 
⑨ その他の内訳漏れ、点数算出不明 
⑩ 入院料欄の内訳漏れ、点数算出不明 
⑪ 部位と歯冠修復、欠損補綴との不一致、歯数不一致 
⑫ 未装着請求を製作月分で請求されていないもの 
⑬ 横計・縦計誤り、点数記入漏れ 
⑭ 薬価基準未登載、経過措置品目期限切れのもの 
⑮ 一定以上の投薬や複数医療機関から投薬を受けている者の抽出 
⑯ 第三者行為レセプトの抽出 
⑰ 再審査請求内訳票の作成（再審査申立書の作成とレセプトの複写） 
⑱ 病院別点検業務 
⑲ 資格点検業務 
 ・レセプトと生活保護システムとの突合 

       （医療券・調剤発券を交付請求せず、レセプト請求しているものの抽出） 
・各レセプトの抽出 
（該当者なし、資格喪失後の受診、他法あり（自立支援医療、社保等）の 
抽出） 

・再審査請求内訳票の作成（再審査申立書の作成とレセプトの複写） 
⑳ その他、内容に疑義があるものの抽出 

（２）縦覧点検（年４回） 



① ３か月ごとに医療診療を受けた被保護者のレセプトを点検し、過誤等と思 
われるレセプトの抽出 

② 再審査請求内訳票の作成（再審査申立書の作成とレセプトの複写） 
③ 長期に及ぶ投薬の妥当性 
④ その他、内容に疑義があるものの抽出 
 

２ その他 
 （１）レセプト等の整頓 
    ① 整理 

・要否意見書を世帯ごとに並べ各フォルダへ保管する。 
・転帰通知書（医療券・調剤券）を番号順に並べ担当者へ渡す。 

    ② 収納 
・年１回、各フォルダ内にある２年前に点検したレセプト・要否意見書を引

き抜き、保存箱に保管する。 
 （２）レセプトへの入力 
     県費保護費の入力を行う。 
 （３）調査 
     必要と認めたレセプト等の抽出を行う。 
 （４）協議 
     協議事項については、すみやかに相互で協議し、業務を遂行できるよう努め

ること。 



         

 
 

 
 

 

 
 

 
   

  
    

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 



         

 
 

 
 

 
   

 
 

 
   

 
 

 
  

 
 

   

 
 

 
 

 
 

 
   

 
 

 
   

 
 

 
   

 
 

 



         

 
   

 
 

 
 

 
   

 
 

 
 

 
 

 
   

 
 

 
   

 
 

  
 


